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自主自主�
  財源財源�
自主�
  財源�

歳入

依�

存�

財�

源�

（内訳）�
繰越金�
使用料�
分担金負担金�
諸収入�
手数料�
財産収入�
�
�

�
8億1,170万円�
2億6,653万円�
2億4,676万円�
3億7,365万円�
1億1,454万円�
8,880万円�

�

�
2億9,442万円�
3億5,742万円�
2,090万円�

1億3,376万円�

（内訳）�
地方譲与税�
地方消費税交付金�
地方特例交付金�
その他�

地方税�
29億8,683万円�
（9.4%）�

繰入金�
9億8,446万円�
（3.1%）�

その他　19億198万円�
（6.0%）�

その他　8億650万円�
（2.4%）�

地方交付税　150億292万円�
（47.1%）�

地方債�
45億5,660万円�
（14.3%）�

国庫支出金�
26億7,691万円�
（8.4%）�

県支出金�
29億5,563万円�
（9.3%）�

グラフ①

歳 

入

平成19年度　

歳 

入

一般会計

歳入合計　318億7,183万円

歳出合計　306億1,401万円

　
昨
年
12
月
の
市
議
会
定
例
会
で
平
成
19
年
度
の
決
算
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
�

　
み
な
さ
ん
が
納
め
た
税
金
や
国
、
県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
が
、
ど
の
く
ら
い
入
っ
て
、
ど
の

よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
一
般
会
計
を
中
心
に
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
�

対
馬
市
　
決
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
　�

　
平
成
19
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
入
は
３
１
８
億
７
１
８
３
万
円
、
歳
出
は
３
０
６
億
１
４
０
１
万
円
と
な

っ
て
い
ま
す
。
�

　
歳
入
・
歳
出
差
し
引
き
は
12
億
５
７
８
２
万
円
で
平
成
20
年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
の
財
源
と
な
る
８
億

３
８
２
３
万
円
を
除
い
た
４
億
１
９
５
９
万
円
が
実
質
の
黒
字
額
と
な
り
ま
す
。
�

　
歳
入
、
歳
出
額
を
前
年
度
と
比
較
す
る
と
、
そ
れ
ぞ
れ
56
億
４
４
２
７
万
円
（
△
15
・
０
%
）、
59
億
６

０
４
０
万
円
（
△
16
・
３
%
）
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
�

■
歳
入
の
５
割
は
地
方
交
付
税

　
一
般
会
計
の
歳
入（
グ
ラ
フ
①
）

は
、
市
税
や
使
用
料
な
ど
の
よ
う

に
市
が
自
主
的
に
収
入
す
る
こ
と

が
で
き
る
財
源
（
自
主
財
源
）
と
、

地
方
交
付
税
や
国
・
県
支
出
金
な

ど
国
や
県
の
意
思
に
よ
り
定
め
ら

れ
た
額
を
交
付
さ
れ
る
財
源
（
依

存
財
源
）
に
分
け
ら
れ
ま
す
。
自

主
財
源
が
多
い
ほ
ど
市
の
自
主
性

と
安
定
性
が
確
保
さ
れ
ま
す
。

　
対
馬
市
の
自
主
財
源
は
58
億
７

３
２
７
万
円
（
18
・
５
%
）
で
、

な
か
で
も
収
入
の
柱
で
あ
る
べ
き

市
税
は
29
億
８
６
８
３
万
円
（
９

・
４
%
）
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、

市
民
一
人
あ
た
り
で
み
る
と
８
万

円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
依
存
財
源
で
は
、
地
方
交
付
税

が
１
５
０
億
２
９
２
万
円
（
47
・

１
%
）
で
最
も
大
き
な
も
の
で
す
。

次
い
で
市
債
（
借
金
）
45
億
５
６

６
０
万
円
（
14
・
３
%
）
、
県
支

出
金
29
億
５
５
６
３
万
円
（
９
・

３
%
）
、
国
庫
支
出
金
26
億
７
６

９
１
万
円
（
８
・
４
%
）
の
順
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
歳
入
は
ど
の
よ
う
な
経

費
に
も
使
用
で
き
る
一
般
財
源
と
、

使
い
道
が
特
定
さ
れ
る
特
定
財
源

と
に
分
け
ら
れ
ま
す
。
一
般
財
源

の
主
な
も
の
は
市
税
、
地
方
譲
与

税
、
地
方
交
付
税
で
全
体
の
62
・

４
%
を
占
め
て
い
ま
す
。



■
借
金
返
済
に
83
億
円
�

　
使
わ
れ
た
お
金
を
目
的
別
（
グ

ラ
フ
②
）
に
分
類
す
る
と
、
建
設

事
業
等
を
行
う
と
き
に
借
り
入
れ

た
市
債
の
償
還
金
で
あ
る
公
債
費

が
ト
ッ
プ
で
83
億
４
３
９
４
万

円
（
27
・
３
%
）
、
次
い
で
総
務

費
59
億
７
３
４
１
万
円（
19
・
５
%
）、

民
生
費
56
億
４
１
６
６
万
円
（
18

・
４
%
）
、
衛
生
費
27
億
２
０
９

６
万
円
（
８
・
９
%
）
の
順
と
な

っ
て
い
ま
す
。

　
目
的
別
の
主
な
事
業
は
表
①
の

と
お
り
で
す
。
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その他その他�
  の経費の経費�
その他�
  の経費�

投資的投資的�
  経費経費�
投資的�
  経費�

歳出
義�

務�

的�

経�
費�

グラフ③

公債費�
83億4,394万円�
（27.3%）�

人件費�
58億8,296万円�
（19.2%）�

扶助費�
30億1,839万円�
（9.9%）�

普通建設事業費�
54億509万円�
（17.7%）�

災害復旧事業費�
2億1,284万円�
（0.7%）�

物件費�
35億2,740万円�
（11.4%）�

補助費等�
21億2,537万円�
（6.9%）�

繰出金�
16億8,572万円��
（5.5%）�

維持補修費�
7,968万円�
（0.3%）�

投資出資貸付金�
2,209万円�
（0.1%）�

積立金　3億1,053万円�
（1.0%）�

歳 

出 

（
目
的
別
）

（
目
的
別
）

歳 

出 

（
目
的
別
）

歳 

出 

（
性
質
別
）

（
性
質
別
）

歳 

出 

（
性
質
別
）

市債元金(71億9,513万円)
市債利子(11億4,881万円)

CATV施設整備事業(19億3,160万円)、地籍調査(2億
6,256万円)、バス路線補助(1億1,893万円)、移動通信用
鉄塔施設整備事業(9,755万円）、美津島支所等新築事業
（3,600万円）、離島交流少年野球大会開催事業(2,120
万円)、わがまち元気創出支援事業（993万円）

生活保護費支給事業(13億3,893万円)、保育所・へき地
保育所運営事業（8億8,070万円)、自立支援給付事業（4
億3,286万円）、養護老人ホーム入所措置費（2億823万円）、
社会福祉協議会補助(1億1,675万円)

浄化槽設置事業補助(3,633万円)、北部斎場建設事業（3,045
万円）、使用済自動車等海上輸送費補助（747万円）、漂流・
漂着ごみ撤去事業（735万円）

漁港整備事業(7億9,701万円)、離島漁業再生支援交付
金(3億1,566万円)、林道整備事業(1億2,825万円)、漁港
海岸保全施設整備事業（8,380万円)、しいたけ復活プラ
ン総合対策支援事業（5,344万円）、漁業近代化対策事
業補助（4,696万円）、有害鳥獣被害対策事業（4,229万円)

史跡清水山城ほか保存修理事業（1,043万円）、離島留
学生ホームステイ費補助（393万円）、瀬スクールバス
購入事業（420万円）、給食運搬車購入事業（480万円）

道路整備事業（10億3,161万円）、港湾整備事業（1億
8,367万円）、まちづくり交付金事業（3,290万円）、街な
み環境整備事業（1,892万円）、住宅整備事業（1,680万円）、
ターミナル整備事業（838万円）

高規格救急自動車購入事業（2,651万円）、防災行政無
線再編整備事業負担金（2,714万円）、消火栓設置事業
負担金(258万円)

道路災害(7,146万円)、河川災害(7,667万円)、林業施設
災害(2,756万円)、農地農業用施設災害（3,439万円）

観光情報システム整備事業（1,439万円）、あそうベイパー
ク整備工事（92万円）、湯多里ランド改修工事（78万円）

温泉施設用地取得造成事業(2,822万円)

平成19年度  主な事業 （表①）

公債費�

総務費�

民生費�

衛生費�

農林水�
産業費�
�

教育費��

土木費��

消防費�

災害復�
旧　費�

商工費�

諸支出金�

90�

80�

70�

60�

50�

40�

30�

20�

10�

0
公
　
債
　
費�

億円�

教
　
育
　
費�

農
林
水
産
業
費�

民
　
生
　
費�

衛
　
生
　
費�

総
　
務
　
費�

土
　
木
　
費�

消
　
防
　
費�

災
害
復
旧
費�

そ
　
の
　
他�

商工費 3億8,381万円�
議会費 1億7,587万円�
諸支出金   2,822万円�

グラフ②
83億4,394万円�

59億7,341万円�

56億4,166万円�

27億2,096万円�

23億369万円�

20億1,232万円�
19億943万円�

9億786万円�

2億1,284万円�

　
　
　

　
次
に
使
わ
れ
た
お
金
を
性
質
別

（
グ
ラ
フ
③
）
に
分
類
し
て
見
て

み
ま
す
。
歳
出
の
中
に
は
、
法
律

な
ど
で
決
ま
っ
て
い
て
、
市
の
判

断
で
自
由
に
増
や
し
た
り
減
ら
し

た
り
で
き
な
い
お
金
（
義
務
的
経

費
）
が
あ
り
ま
す
。
生
活
保
護
費

な
ど
の
福
祉
関
係
経
費
や
、
職
員

の
給
料
、
借
金
返
済
の
た
め
の
公

債
費
な
ど
が
こ
れ
に
当
た
り
ま
す
。

対
馬
市
で
は
こ
の
義
務
的
経
費
が

１
７
２
億
４
５
２
９
万
円
で
全
体

の
56
・
４
%
を
占
め
て
い
ま
す
。

こ
の
比
率
が
大
き
い
ほ
ど
財
政
健

全
化
を
図
る
場
合
の
大
き
な
障
害

と
な
り
ま
す
。
建
設
工
事
な
ど
将

来
に
残
る
も
の
に
支
出
さ
れ
る
投

資
的
経
費
は
56
億
１
７
９
３
万
円

で
全
体
の
18
・
４
%
を
占
め
て
い

ま
す
。
光
熱
水
費
、
旅
費
、
通
信

運
搬
費
な
ど
の
物
件
費
は
35
億
２

７
４
０
万
円
（
11
・
４
%
）
、
各

種
団
体
へ
の
補
助
金
な
ど
の
補
助

費
等
は
21
億
２
５
３
７
万
円
（
６

・
９
%
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
出
総
額
の
５
割
を
超
え
る
�

　
　
　
義
務
的
経
費
�
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公
共
施
設
や
道
路
を
整
備
す
る

た
め
の
借
入
金
を
市
債
（
表
③
）

と
い
い
ま
す
。
19
年
度
は
45
億
5

６
６
０
万
円
を
借
り
入
れ
ま
し
た

が
、
そ
の
う
ち
合
併
後
10
年
間
借

り
入
れ
る
こ
と
が
で
き
る
合
併
特

例
債
は
15
億
３
２
０
０
万
円
で
し

た
。
合
併
特
例
債
を
活
用
し
た
事

業
は
（
表
④
）
の
と
お
り
で
す
。

　
市
債
の
19
年
度
末
残
高
は
、
前

年
度
末
よ
り
約
26
億
円
減
少
し
約

６
０
３
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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市
債
市
債
市
債

特
別
会
計
・
企
業
会
計
の
決
算

特
別
会
計
・
企
業
会
計
の
決
算

特
別
会
計
・
企
業
会
計
の
決
算

　
特
別
会
計
・
企
業
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業
を
行
う
場
合
、
そ
の
事
業

だ
け
に
特
定
の
収
入
を
充
て
る
た
め
一
般
会
計
と
区
別
し
て
い
る
会
計
で

す
。
特
別
会
計
・
企
業
会
計
の
決
算
の
状
況
は
（
表
⑤
）
の
と
お
り
で
す
。

合併特例債活用事業�

　 事 　 　 　 業 　 　 　 名 　

ＣＡＴＶ施設整備事業

斎場建設事業

まちづくり交付金事業

防災行政無線再編負担金

厳原港ターミナルビル改修事業

中村地区街なみ整備事業

県営急傾斜地負担金

県営道路整備負担金

県営港湾負担金

　　　合　　　　　計

合併特例債額

1 3億 3 , 0 0 0万円

7 , 3 1 0万円

3 , 5 5 0万円

2 , 5 7 0万円

5 7 0万円

2 5 0万円

1 , 7 8 0万円

2 , 3 5 0万円

1 , 8 2 0万円

1 5億 3 , 2 0 0万円

（表④）

企業会計（水道事業）決算状況�

区 　 　 分

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

　　金　　　額　　

2億 5 , 1 1 3万円

2億 3 , 5 4 8万円

0円

2億 2 4 7万円

※資本的収入に対して支出で不
足する2億247万円は、当年
度損益勘定留保資金などから
補てんしました。

（表⑤-2）

（表⑤-1）特別会計決算状況�

　　　 会　　計　　名

診療所特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険地域支援特別会計

老人保健特別会計

介護保険特別会計

特別養護老人ホーム特別会計

簡易水道事業特別会計

集落排水処理施設特別会計

旅客定期航路事業特別会計

風力発電事業特別会計

　　　　合　　　　計

歳　　入 　

3億3 , 8 4 7万円

5 7億5 , 1 6 6万円

9 , 5 5 8万円

3 8億8 , 4 1 9万円

2 9億2 8 4万円

4億5 , 5 6 4万円

1 0億6 , 3 3 9万円

1 , 9 8 1万円

3 , 5 9 7万円

3 , 6 1 8万円

1 4 5億8 , 3 7 3万円

歳　　出　

3億 3 , 5 5 8万円

5 6億 9 , 5 7 6万円

9 , 4 0 8万円

3 8億 8 , 3 5 8万円

2 8億 3 , 5 8 3万円

4億 5 , 2 2 1万円

1 0億 4 , 4 3 4万円

1 , 7 6 0万円

3 , 5 3 4万円

3 , 5 0 2万円

1 4 4億 2 , 9 3 4万円

歳入歳出差し引き

2 8 9万円

5 , 5 9 0万円

1 5 0万円

6 1万円

6 , 7 0 1万円

3 4 3万円

1 , 9 0 5万円

2 2 1万円

6 3万円

1 1 6万円

1億 5 , 4 3 9万円

　　　名　　　称

市債年度末現在高(一般会計)

1人あたりの市債(借金)の残高

18年度末残高

629億69万円

165万円

19年度末残高

602億6,215万円

162万円

増減額　　

△26億3,854万円

△3万円

（表③）市債の状況（一般会計）�

　　　名　　　称

◎財政調整基金

◎減債基金

◎振興基金

◎まちづくり基金

◎高齢者福祉基金

◎土地開発基金

◎その他の基金

　　　合　　　計

1人あたりの基金(積立金)の残高

18年度末現在高

5億3,100万円

7億3,125万円

5億5,800万円

10億円

8億1,230万円

8億1,400万円

5億2,501万円

49億7,156万円

13万円

19年度末現在高

6億6,210万円

9億3,280万円

4億5,840万円

10億円

5,230万円

8億1,430万円

6億1,653万円

45億3,643万円

12万円

増減額　　

1億3,110万円

2億155万円

△9,960万円

0

△7億6,000万円

30万円

　9,152万円

△4億3,513万円

△　1万円

（表②）基金の状況（一般会計）� 　
基
金
（
表
②
）
と
は
貯
金
の
こ

と
で
、
市
に
は
、
財
政
事
情
の
変

動
や
災
害
な
ど
に
よ
り
財
源
不
足

が
生
じ
た
と
き
に
不
足
額
を
お
ぎ

な
う
た
め
の
財
政
調
整
基
金
、
市

債
（
借
入
金
）
の
償
還
の
財
源
に

充
て
る
た
め
の
減
債
基
金
、
公
共

施
設
整
備
の
財
源
に
充
て
る
た
め

の
振
興
基
金
、
そ
の
他
、
特
定
の

目
的
の
た
め
に
使
う
各
種
基
金
が

あ
り
ま
す
。

基
金
全
体
で
の
19
年
度
末
残
高

は
、
前
年
度
末
よ
り
約
４
億
円
減

っ
て
45
億
3
6
4
3
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

基
金
基
金
基
金




